
２０２０年国勢調査 インターネット回答の促進に向けた検討状況

平成27年国勢調査におけるインターネット回答実績

Ｄ

インターネット回答の促進の重要性

公 的 統計の整備に関する基本的な計画 （平成 3 0 年３月 閣 議 決定 ） 【 抜粋 】

オンライン調査の導入及びオンライン回答率の向上は、報告者の負担軽減・利便性の向上を図るとともに、調査票の回収
率・記入率の向上を通じた正確性の確保への寄与及び統計調査業務の効率化を実現するための有効な手段

インターネット調査の全国展開

平成22年調査において東京都限定で試行的に実施

平成27年調査においては全国で実施した

平成27年国勢調査

インターネット回答促進に係る取組事例

「オンライン調査推進に係る総務大臣表彰」

インターネット回答を促進する
ための新キャラクターの作成

イベントでのインターネット回答体験ブース

・インターネット回答世帯は、約1970万世帯
・インターネット回答率は36.9％で、３世帯に１世帯がインターネットで回答
・インターネット回答のうち34.4％がスマートフォンからの回答

資料７

●平成27年国勢調査インターネット回答実績



●現役世代ではインターネット利用率は非常に高い(図１)。一方で若年単身層のインターネット回答率は低い（図４）。
→インターネット利用率は高いがインターネット回答率が低い単身若年層に対する対応が必要である。

●単身高齢者のインターネット回答率は特に低くなっているが（図４）、高齢層のスマートフォン保有率は上昇している（図２）。
→2020年国勢調査では、インターネット回答が可能な環境を持つ高齢者の数は増加が見込まれるので、そうした高齢者をインターネット回答につなげる取組が必要。

●近年我が国おける在留外国人の数は増加している。(図３)
→2020年国勢調査では外国人世帯に対してもインターネット回答を促進する取組が必要である。
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図３：在留外国人数推移

出典：法務省在留外国人統計

１０年間で約50万人増

年齢階層別インターネット利用状況（個人）
出典：平成29年通信利用動向調査

世帯員数が少ないほ
どインターネット回答

率は低い

図５：世帯人員規模別インターネット回答率（一般世帯）図４：世帯主の年齢階級（5歳階級）別インターネット回答率
（一般世帯のうち単身世帯）

単身世帯はインターネット回答率が低い、その中でも高齢
者のインターネット回答率は特に低い

若年層(現役世代)
でのインターネット
利用率は高い

●インターネット回答の促進に向けた分析

図１：年齢階層別インターネット利用状況（個人）
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高齢者のスマートフォン保有
率は上昇している。

図２：高齢者のスマホ保有率の推移

※平成29年通信利用動向調査より作成
2018年以降は ExcelのFORECAST関数により独自に予測
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• 平成27年国勢調査での地方公共団体におけるインターネット回答推進事例の収集

• 上記の推進事例を全ての地方公共団体と共有し、地域の創意工夫を活かした取組の実施を支援
地方公共団体との連携

●インターネット回答の促進に向けた重点ターゲット及び対応策

インターネット利用率が高いが、インター
ネット回答率が低い若年層

インターネット回答が可能な環境を持つ
高齢者

在 留 外 国 人

訴

求

内

容

○インターネット回答の利便性及び重要性○インターネット回答の利便性及び重要性

○インターネット回答の方法等に関する情報

○電子調査票の６ヵ国語化によって、
日本語以外でのインターネット回
答が可能になったこと

訴

求

方

法

○インターネット回答に関係したノベル
ティを配布する。
(動画、壁紙、ＳＮＳで使えるスタンプ等)

○大学・大学院や大企業・経済団体等
を通じたインターネット回答の実施
の周知を依頼する。

○地域コミュ二ティや自治会等への協力依頼

○高齢者向けの広報媒体を通じた周知

○外国人向けの広報媒体でのインタ
ーネット回答促進の周知する。

○関係省庁、外国人関係団体や
日本語学校等への協力依頼の中で、
多言語でのインターネット回答が
可能である事も周知する。

ナッジ¹やインセンティブ等の先進的な取組の実現可能性について検討

ターゲット

対応策

広報総合企画での、インターネット回答を促進するための企画提案

¹ナッジ(nudge)とは、行動経済学や行動科学分野において、人々が強制によってではなく自発的に望ましい行動を選択するよう促す仕掛けや手法を示す用語として用いられている。こ
れは、その物や現象の良しあしに対する客観的な絶対評価よりも、物事をどう感じるかという主観的な比較評価により人間の選択が左右される心理傾向を利用したものである。

出典：株式会社日立総合計画研究所「旬」なキーワードについての研究員解説 http://www.hitachi-hri.com/keyword/k114.html


